
児童福祉施設最低基準等の一部を改正する省令の施行について

○児童福祉施設最低基準等の一部を改正する省令

の施行について

騒羅髪騒識蝋｜
先般、社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律（平成12年

法律第lll号。以下「改正法」という｡）が成立し、平成12年6月7日に施行されたことに

伴い、今般、児童福祉施設最低基準等の一部を改正する省令（平成12年厚生省令第ll2

号。以下「改正省令」という｡）が公布され、平成12年9月1日から施行されることとな

ったが、その実施に当たっては、下記の事項に留意するとともに、事業者等に対する周知

につき、特段の御配慮をお願いしたい。

なお、事業者等が苦情解決に取り組むに当たっての具体的な方法に関する指針について

は、「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針につい

て」（平成12年6月7日障発第452号、社援第1352号、老発第514号、児発第575号大臣官房

障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）により

別途通知されているので、留意されたい。

なお、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項の規定に基

づく技術的な助言であることを申し添える。

記

1苦情への対応に関する児童福祉施設最低基準等の一部改正について

(1)改正の趣旨

改正省令における苦情への対応に関する事項の改正の趣旨は、今般、改正法による

改正後の社会福祉法において、社会福祉事業の経営者や都道府県社会福祉協議会に置

かれる運営適正化委員会（以下、「運営適正化委員会」という｡）による苦情の解決に

ついての規定が整備されたことを踏まえて、児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省
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Ⅲ保育所1設備運営基準

令第63号)、養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和41年厚生省令第19

号)、知的障害者援護施設の設備及び運営に関する基準（平成2年厚生省令第57号)、

身体障害者更生援護施設の設備及び運営に関する基準（平成12年厚生省令第54号）並

びに精神障害者社会復帰施設の設備及び運営に関する基準（平成12年厚生省令第87

号）（以下「児童福祉施設最低基準等」という｡）において、施設の経営者に対して、

利用者等からの苦情に適切に対応するための必要な措置を採ることを義務づけること

等により、利用者等に実際にサービスを提供している施設において、第一義的に苦情

の適切な解決を図ろうとするものであること。

(2)苦情の申出人の範囲

今回の省令改正によって児童福祉施設最低基準等に基づきその苦情に対して施設に

おいて必要な措置を講じなければならないこととされた者には、入所者等本人のほ

か、本人の苦情を代弁する家族及び代理人を含むものであること。

また、これらの者のほか、児童福祉施設については「保護者等」が、また、知的障

害者援護施設については「保護者」が位置付けられているところである。児童福祉施

設最低基準における「保護者等」には、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第6条

に規定する保護者のほか、以下のような者も含まれ得るものであることに留意された

い。

①児童が施設に入所している等児童と別居しているため、現在は児童を監護してい

ない親権者

②施設入所した児童に親権者がいない等により未成年後見人に選任された者

(3)必要な措置の内容

児童福祉施設最低基準等において規定された「窓口を設置する等の必要な措置」と

は、具体的には、

①施設長が苦情受付担当者を指名する等苦情受付の窓口を決めること

②施設内における苦情解決のための手続の明確化

③苦情受付の窓口及び苦情解決の手続の入所者及び施設職員等に対する周知等の措

置である。

②における「苦情解決のための手続」としては、

・入所者等からの苦情を受け付ける。

・苦情を受け付けた者が、苦情内容及び当該入所者等の意向等の確認を行う。

・苦情を受け付けた者が、受け付けた苦情及びその対応状況等を施設長等苦情の解

決に責任を持つ者に報告する。

・苦情申出人と苦情の解決に向けて話し合う。

・苦情を申し立てた入所者等に対して、苦情への対応内容について通知する。

等の手順が想定される。
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また、手続の明確化の方法としては、施設内の規定への記載等が想定される。

さらに、③の周知の方法としては、施設内の分かりやすい場所に掲示することや、

入所時等の機会をとらえ、入所者等に直接説明すること等が想定される。

2知的障害者デイサービスセンターの法定化に伴う知的障害者援護施設の設備及び運営

に関する基準の改正について

改正法の施行により、知的障害者デイサービスセンターが法律上、知的障害者援護施

設に位置づけられたことに伴い、知的障害者援護施設の設備及び運営に関する基準に、

知的障害者デイサービスセンターの設備及び職員配置についての基準を追加したもので

ある。

なお、知的障害者デイサービスセンターの運営に当たっては、引き続き、「在宅知的

障害者デイサービス事業の実施について」（平成3年9月30日児発第831号厚生省児童家

庭局長通知）に留意いただきたい。

3特別養護老人ホームの入所者が運営適正化委員会に苦情を申し立てた場合の取扱いに

ついて

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成ll年厚生省令第46号）につい

ては、介護保険法の施行に伴い、既に苦情処理に関する規定（第29条）が設けられてい

ることから、今回の改正省令の中では基準省令の改正は行っていないところである。

特別養護老人ホームについては、介護保険法に基づく苦情処理の手続が基本となるこ

とから、運営適正化委員会ではなく、市町村や国民健康保険団体連合会での苦情処理で

対応することが基本であるが、特別養護老人ホームの入所者が、運営適正化委員会に苦

情を申し出た場合には、それに関係する運営適正化委員会の調査にできる限り協力する

よう、特別養護老人ホームを経営する者等に対する周知について特段のご配慮をお願い

したい。
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○児童福祉施設最低基準の一部改正について

騨雛蕊灘鵜議部(局'長｝
児童福祉施設の整備充実については、かねてより格別の御配慮をいただいているところ

であるが、今般、別紙のとおり児童福祉施設最低基準の一部を改正する省令（平成14年12

月25日厚生労働省令第168号）が公布され、平成15年1月1日より施行されることとなっ

たところである。

保育所の設置基準については、「児童福祉施設最低基準の一部改正について」（昭和43年

児発第19号厚生省児童家庭局長通知）により行われているところであるが、今般の省令改

正に伴い、同通知を廃止し、新たに下記のとおり定め、平成15年1月1日から適用するこ

ととしたので、御留意の上、関係方面への周知方御配慮願いたい。

なお、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項に規定する

技術的な助言である。

記

第1改正の要点及び趣旨

1保育所の整備に当たっては、昭和42年に児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令

第63号。以下「最低基準」という｡）第32条が改正されて以来、一定の防災上の構造

設備を具備する場合には、保育室又は遊戯室を2階以上に設けられることとしている

ところであるが、保育所設置に係る制度改正、都市部等における保育需要の高まり等

を受け、保育室及び遊戯室のほか、乳児室及びほふく室を2階以上に設ける事例や需

要が増加していることにかんがみ、保育所における火災事例の分析、防災関係規制の

合理化等を踏まえ、保育所の設備基準を改正することとしたこと。

2今回の改正は、従前の保育所の設備基準の有する安全性の水準を前提としつつ、保

育所設置に係る多様な選択肢を認めるものであること。

第2保育所の設備基準について（最低基準第32条第8号）

1総則

(1)乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という.）を1階に設

ける場合については、従前と変わりないこと。
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児童福祉施設最低基準の一部改正について

（2）保育室等は、特別の理由のない場合は、1階に設けることが望ましいこと。

なお、児童福祉施設の建物等については、最低基準に適合し、建築基準法等の関

係諸規定に適合する必要があることは言うまでもないところであるが、特に保育室

等を2階以上に設ける場合は、乳幼児の特殊性にかんがみ、防災設備の一層の向上

に努めるとともに、最低基準第6条による避難訓練の実施、消防機関の協力の確保

等に万全を期するよう指導されたいこと。

また、保育室等に火気を使用する設備又は器具が設けられている場合は、階数に

かかわらず、最低基準第六条第1項に基づき、乳幼児の火遊び防止のために必要な

進入防止措置を講じるよう努めること。

（3）保育室等を2階以上の複数階に亘り設ける場合の基準については、その保育所の

構造設備のすべてについて最も高い階に設ける場合の基準が適用されること。

（4）保育室等を1階に設ける場合や屋上に屋外遊戯場を設ける場合においても、2方

向避難の趣旨を踏まえ、通常の歩行経路のすべてに共通の重複区間があるときにお

ける当該重複区間の長さに配慮されたいこと。

2保育室等を2階に設ける場合の要件については、次の点を留意されたいこと。

(1)イについて

保育所の建物は、建築基準法（昭和25年法律第201号）第2条第9号の2に規定

する耐火建築物又は同条第9号の3に規定する準耐火建築物（同号ロに該当するも

のを除く｡）であることを要し、従来の簡易耐火建築物等に相当する同号口に規定

する準耐火建築物によることは認められないこと．

（2）ロについて

㈱階段については、常用の階段として、屋内階段又は屋外階段を1以上設ける必

要があること。

また、避難用の階段として、屋内階段、待避上有効なバルコニー、屋外傾斜路

若しくはこれに準ずる設備又は屋外階段を1以上設ける必要があること。

（ｲ）㈱の避難用の屋内階段は、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第123条

第1項各号又は同条第3項各号に規定する構造としなければならないこと。ただ

し、建築基準法施行令第123条第1項の場合は、併せて同条第3項第2号、第3

号及び第9号を満たす特別避難階段に準じた構造とする必要があること。

（ｳ）いの特別避難階段に準じた屋内階段の設備は、屋内と階段室との間に階段室へ

の煙の直接的な侵入を防ぐための次の要件を満たすバルコニー又は付室を有する

ものであること。この場合、バルコニー又は付室は、保育室等が設けられている

階と避難階との間にある全ての階に設置されていること。

・バルコニー及び付室は、階段室以外の屋内に面する壁に出入口以外の開口部を

設けないこととし、開口部を除き、耐火構造の壁で囲むこと。
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。付室の天井及び壁の室内に面する部分は、仕上げを不燃材料でし、かつ、その

下地を不燃材料で造ること。

・屋内からバルコニー又は付室に通ずる出入口には建築基準法施行令第112条第

14項第2号に規定する構造の特定防火設備を設けること。

㈲待避上有効なバルコニーは、「都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法

律等の施行について」（平成5年住指発第225号・住街発第94号建設省建築指導課

長、市街地建築課長通知）等を踏まえ、次の要件を満たす構造とする必要がある

こと。

・バルコニーの床は準耐火構造とすること。

・バルコニーは十分に外気に開放すること。

・バルコニーの待避に利用する各部分から2m以内にある当該建築物の外壁は準

耐火構造とし、開口部がある場合は防火設備とすること。

・屋内からバルコニーに通じる出入口の戸の幅は0.75m以上、高さはl.8m以

上、下端の床面からの高さは0.15m以下とすること。

・バルコニーの待避に利用する部分の面積は、その階の保育室等の面積の概ね1

／8以上とし、幅員概ね3.5m以上の道路又は空地に面すること。

なお、待避上有効なバルコニーは、建築基準法上の直通階段には該当しないた

め、建築基準法施行令第120条及び第121条に基づき、原則として保育室等から50

m以内に直通階段が設置されていなければならないこと。

㈱待避上有効なバルコニーは、一時的に待避し、消防隊による救助も期待するも

のであり、特に最低基準第6条による避難訓練の実施、消防機関の協力の確保等

に万全を期するよう指導されたいこと。

（力）屋外傾斜路に準ずる設備とは、非常用滑り台をいうものであること。

㈱屋外傾斜路は建築基準法第2条第7号の2に規定する準耐火構造とし、かつ、

乳幼児の避難に適した構造とする必要があること。

（ｸ）屋外傾斜路、これに準ずる設備及び屋外階段は、十分緩やかな傾斜とし、踊場

の面積、手すりの構造、地上に接する部分の状況等について、乳幼児の避難に際

して転倒、転落等の事故の生じないよう安全確保に留意されたいこと。

(3)ヘについて

保育室等、廊下、便所、テラス等乳幼児が通行､出入りする場所には、乳幼児の

転落を防止するため金網、柵等を設け、又は窓の開閉を乳幼児が行なえないように

する等の設備が必要であること。

また、階段については、乳幼児が1人で昇降しないよう降り口に乳幼児が開閉で

きない柵を設ける等、乳幼児の転落防止に十分留意するほか、乳幼児が通常出入し

ない事務所等の場所についても、誤って乳幼児が立ち入ることのないよう留意する
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よう指導されたいこと。

3保育室等を3階に設ける場合の要件については、次の点を留意されたいこと。

（1）ロについて

㈱階段については、常用の階段として、屋内階段又は屋外階段を1以上設ける必

要があること。

また、避難用の階段として、屋内階段、屋外傾斜路若しくはこれに準ずる設備

又は屋外階段を1以上設ける必要があること。

側例の常用の屋内階段については、建築基準法施行令第123条第1項各号又は同

条第3項各号に規定する構造としなければならないこと。また、避難用の屋内階

段については、2の(2)い及び(ｳ)と同様であること。

（ｳ）屋外傾斜路は建築基準法第2条第7号に規定する耐火構造とすること。なお、

乳幼児の避難に適した構造とする必要があることに留意すること。

（2）ハについて

㈱階段について、避難上有効な位置に設置されなければならないこととされてい

るので、階段を複数の保育室等のそれぞれに配置する等により、一方の階段附近

で火災が発生した場合等に、他の階段が使用できなくなるような事態が生じない

よう留意する必要があること。

例保育室等からの迅速な避難に資するため保育室等から階段のうち1つの階段に

至る距離は、30メートル以下としなければならないこと。この場合、距離は直線

距離でなく、歩行距離をいうものであり、実際の測定は、保育室等の最も遠い部

分から行なうこととなること。

（ｳ）階段は、乳幼児の避難に適したものであることを要するので、踏面、けあげ、

手すり、踊場等が避難の際に、乳幼児の安全を確保し得るようなものであるこ

と。

（3）二について

同類焼又は保育所内の火気を取り扱う調理室からの延焼を防止するため、保育所

の調理室以外の部分を調理室の部分から防火区画で区画すること。

ただし、調理室にスプリンクラー設備等又は外部への延焼防止措置を施した自

動消火装置が設置されている場合は、調理室以外の部分との防火区画を設けなく

てもよいこと。この場合、最低基準第6条第1項に基づき、乳幼児の火遊び防止

のために必要な進入防止措置を講じること。

なお、保育所の調理室以外の部分を当該建物の保育所以外の部分から防火区画

で区画することについては、建築基準法施行令第ll2条第13項の規定によるこ

と。

㈹スプリンクラー設備については、消防法施行令（昭和36年政令第37号）第12条
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に定めるとおりとし、また、スプリンクラー設備に類するもので自動式のもの

は、「パッケージ型自動消火設備の性能及び設置の基準について」（昭和63年消防

予第136号消防庁予防課長通知）に規定するパッケージ型自動消火装置等とする

こと。

（ｳ）（ｱ)の自動消火装置とは、対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気

器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令（平成14年総務省

令第24号）第11条に定める「自動消火装置」をいうこと。

また、その構造は、調理用器具の種類に応じ、次に掲げる装置から適切なもの

を選択しなければならないこととし、外部への延焼防止措置として、「火災予防

条例（例）について」（昭和36年自消甲予発第73号消防庁長官通知）に基づき、

不燃材料で造った壁、柱、床及び天井で区画し、防火設備又は不燃材料（ガラス

を除く｡）製の扉を設けることとする。

・レンジ用簡易自動消火装置（｢フード等用簡易自動消火装置の性能及び設置の

基準について」（平成5年消防予第331号消防庁予防課長通知）参照）

・フライヤー用簡易自動消火装置（同通知参照）

・レンジ・フライヤー用簡易自動消火装置（同通知参照）

・フード・レンジ用及びフード・フライヤー用簡易自動消火装置（同通知参照）

脚強火力の火気設備を設けた厨房は、建築基準法上火気使用室として取り扱われ

得ること。

鮒防火区画は、耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第112条に規定す

る特定防火設備で区画することを要し、しっくい壁等は認められないこと。

（幼暖房設備等の風道が壁等を貫通する部分又はこれに近接する部分には、当該部

分から出火を防止するため、有効にダンパーを設ける必要があること。

(4)ホについて

保育所の各室、廊下等の室内に面する部分の仕上げは、不燃材料でしなければな

らないこと。

(5)ヘについて

2の(3)と同様であること。

(6)トについて

㈱非常警報器具又は非常警報設備は、保育所内に火災の発生を報知する設備であ

って、鐘、ベル等の設備を設ける必要があること。

㈹消防機関等へ火災を報知する設備としては、電話が設けられていれば足りるこ

と。

(7)チについて

保育所内での火災の発生を防止するため、カーテン、敷物、建具等で可燃性のも
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のに対しては、薬品による防炎処理を施すこと。

4保育室等を4階以上に設ける場合の要件については、次の点を留意されたいこと。

（1）ロについて

（ｱ）階段については、常用の階段として、屋内階段又は屋外階段を1以上設ける必

要があること。

また、避難用の階段として、屋外階段を1以上設ける必要があること。

（ｲ）例の階段は、屋内階段の場合は建築基準法施行令第123条第1項各号又は同条

第3項各号に規定する構造とし、屋外階段の場合は、同令同条第2項各号に規定

する構造としなければならないこと。

（2）ハからチまでについて

3の(2)から(7)までと同様であること。

5屋外遊戯場は、地上に設けるものが通例であるが、耐火建築物においては、屋上が

利用できることに伴い、用地が不足する場合は、地上に利用可能な場所がない場合に

限り、屋上を屋外遊戯場として利用することも考えられること。ただし、屋外遊戯場

の性格にかんがみ、屋上に屋外遊戯場を設ける場合においては、最低基準第32条第6

号の規定によるほか、次の点につき十分指導されたいこと。

(1)保育所保育指針に示された保育内容の指導が、効果的に実施できるような環境と

するよう配慮すること。

（2）屋上施設として、便所、水飲場等を設けること。

（3）防災上の観点から次の点に留意すること。

㈱当該建物が耐火建築物の場合に限り、かつ、職員、消防機関等による救出に際

して支障のない程度の階数の屋上であること。

㈱屋上から地上又は、避難階に直通する避難用階段が設けられていること。

（ｳ）屋上への出入口の扉は、特定防火設備に該当する防火戸であること。

㈲油その他引火性の強いものを置かないこと。

㈱屋上の周囲には金網を設けるものとし、その構造は上部を内側にわん曲させる

等乳幼児の転落防止に適したものとすること。

（力）警報設備は屋上にも通ずるものとし、屋上から非常を知らせる設備についても

配慮すること。

㈱消防機関との連絡を密にし、防災計画等について指導をうけること。

6その他

(1)積雪地域において、屋外階段等外気に開放された部分を避難経路とする場合は、

乳幼児の避難に支障が生じないよう、必要な防護措置を講じること。

（2）人工地盤及び立体的遊歩道が、保育所を設置する建物の途中階に接続し、当該階

が建築基準法施行令第13条の3に規定する避難階（直接地上へ通ずる出入口のある
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階）と認められる場合にあっては、最低基準の適用に際して当該階を1階とみなし

て差し支えないこと。この場合、建築主事と連携を図ること。

(3)既存の建物を改修して床面積が100㎡以上の保育所を設けようとする場合にあっ

ては、児童福祉法とは別に、建築基準法第87条に基づく用途変更の届け出が必要で

あること。

別紙略

あり


